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令和６年12月府議会定例会 

政策環境建設常任委員会 

報 告 事 項 
 

 

（総合政策環境部） 

 

○ 関西広域連合規約の変更について 

 

○ 京都府公立大学法人の第３期中期目標達成状況等評価（中間評価）結果

報告書について 

 

○ 京都府土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正につ

いて 

 

○ 総合政策環境部所管施設における指定管理者候補団体について 

 

 

（建設交通部） 

 

○ 京都府国土利用計画・土地利用基本計画（仮称）の策定について（最終

案） 

 

○ けいはんな学研都市（京都府域）地域公共交通計画（仮称）の策定につ

いて（中間案） 

 

○ ＪＲ奈良線の高速化・複線化第二期事業について 

 

○ 宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に伴う規制区域の指定等について 

 

○ 建設交通部所管施設における指定管理者候補団体について 

 

○ 京都府営水道の供給料金等に関する条例の一部改正について 

 

○ 宇治田原町公共下水道の流域下水道への編入について 

 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

報 告 事 項 
 

 

 

 

 

・関西広域連合規約の変更について 

 

・京都府公立大学法人の第３期中期目標達成状況等評価（中間評価） 

結果報告書について 

 

・京都府土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改

正について 

 

・総合政策環境部所管施設における指定管理者候補団体について 

令和６年 12月京都府議会定例会 

総合政策環境部 



23.10.20                                      

関西広域連合規約の変更について  

 

令和６年１２月 

総合政策環境部 

 

１ 規約変更の目的 

大阪・関西万博の開催を契機に関西飛躍への期待が高まる中、関西広域連 

合は設立から 15年目を迎える。これを機に、万博のレガシーの創出及び継

承による関西各地域の発展、広域防災をはじめとする広域事務を担う力と

府県・政令市が協働する力の向上を目指し、関西広域連合の体制を強化す

るため、規約の変更を行う。 

 

２ 変更内容 

（１）「副広域連合長」の定数（現行：１人）を「３人以内」に変更 

（２）広域連合長に事故があるとき等の副広域連合長による職務代理に関す

る規定の変更 

（３）広域連合委員会の副委員長に充てられる副広域連合長に関する規定の

変更 

 

３ 今後のスケジュール 

  令和７年２月～３月  構成府県市議会で規約変更案を上程・議決 

      ４月～６月  総務大臣の許可手続 



 

 

 

 

 

令和６年１２月 

 

 

京都府公立大学法人の第３期中期目標 

達成状況等評価（中間評価）結果報告書 

 

 

 

 

 

京  都  府 

 

 



 

 

 

                                                                
              
 

 

 

 

 

 

 

京都府公立大学法人の第３期中期目標 
達成状況等評価（中間評価）結果 

 

 

                                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年９月 

 
京都府公立大学法人評価委員会 
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第１ 評価の基本方針 
 

  １  評価の趣旨 

京都府公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、地方独立行

政法人法第 78 条の２第１項第１号の規定に基づき、京都府公立大学法人（以下「法

人」という。）の第３期中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間にお

ける業務の実績に関する評価（以下「中間評価」という。）について、次の方針に

基づき評価を行った。 

                                                                       

ア  中期目標の達成に向け、法人の中期計画の実施状況の調査・分析を通じて評価 
を行う。 

イ 中間評価は、法人の自己点検・評価を基礎として、現行の中期計画の進捗状況 
や成果を確認するものとする。 

ウ 中間評価は、中期目標の達成状況に基づいた評価を行い、次期中期目標に向けて

の法人の組織及び業務のあり方等についての検討に資するものとする。 
エ 中間評価は、中期目標の期間における業務の実績に係る評価（最終評価）を行う
際の参考となるものとする。 

  ２  評価の方法                                                        
   ア 評価は、法人による中期計画の達成見込み評価を聴取した上で行った。 

  イ 評価は、全体評価及び項目別評価により行った。 

（ｱ）全体評価 

        全体評価は、項目別評価の結果を踏まえ、法人の業務の実績全体について評 
    価を行った。 

（ｲ）項目別評価 

     項目別評価は、中期計画の小項目及び大項目ごとに行った。 

     中期計画の小項目ごとの評価は、次のⅣ～Ⅰの４段階により行った。 
 

 

 Ⅳ 中期計画を上回って実施できる見込み 

 Ⅲ  中期計画を十分に実施できる見込み 

 Ⅱ  中期計画を十分には実施できない見込み 

 Ⅰ  中期計画を実施していない 

 

 
       中期計画の大項目ごとの評価は、次のＳ～Ｄの５段階により行った。 
 

 

 Ｓ 達成状況が特筆すべきものとなる見込み(評価委員会が特に認める場合) 
 Ａ  達成状況が良好となる見込み（すべてⅣ又はⅢ） 

 Ｂ 達成状況が概ね良好となる見込み（Ⅳ又はⅢの割合が８割以上） 
 Ｃ 達成状況が不十分となる見込み（Ⅳ又はⅢの割合が８割未満） 

 Ｄ  重大な改善事項がある（評価委員会が特に認める場合） 
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第２ 全体評価 

法人は、京都府立医科大学（以下「府立医科大学」という。）及び京都府立大学（以下

「府立大学」という。）の設置及び管理をし、府民に開かれた大学として透明性の高い運

営を行うとともに、京都府の「知の拠点」として、質の高い教育研究の実施を通して、幅

広い教養、高い専門能力及び倫理観を持った人材を育成し、また、世界トップレベルの医

療の提供や教育研究の成果を府民や地域に還元することにより、府民生活の向上、地域社

会や国内外の発展に貢献することを目的としている。 

 

この目的の具現化を図るため、平成 20 年度の法人化以降、６年間ごとに中期計画を作

成し、総合的で専門性の高い教育研究の実施と優れた人材の育成、産学公連携等による地

域貢献、高度で安心・安全な医療の提供や、効果的・効率的な業務運営等に取り組まれて

きたところである。  

 

令和２年度から令和７年度までの６年間は、第３期中期目標期間であることから、法人

では目標の達成に向けた第３期中期計画を令和２年３月に作成の上、取り組まれていると

ころであり、今回、第３期中期目標の達成見込みに係る中間評価を行った。 

 

中間評価については、特に注目される取組として、府立大学において、学部学科再編

により、令和６年度から３学部体制を５学部体制に変更し、研究力の向上などに向けた

取組を推進していることや、府立医科大学において、大学院医学研究科博士課程に「北

部キャンパス地域医学コース」を新設し、北部地域での医師確保を図るとともに、府立

医科大学の北部地域での教育研究機能の充実を推進していることなどが挙げられる。 

一方、学生の海外留学において、学生の海外留学割合の数値目標が達成できない見込

みであることなどから、「中期計画を十分には実施できない見込み」（評価Ⅱ）と認め

られるものがあった。 

その結果、中期計画全体で 66 項目中 65 項目が「中期計画を上回って実施できる見込

み」（評価Ⅳ）又は「中期計画を十分に実施できる見込み」（評価Ⅲ）となり、その割

合は全体の 98.5％であった。このため、法人全体として「達成状況が概ね良好となる見

込み（Ⅳ又はⅢの割合が８割以上）」と評価する。 

 【中間評価「大項目」評価結果】 

 
        評定 
 
 
大項目 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

特筆すべき進
捗状況にある 

順調に進んで
いる 

概ね順調に進
んでいる 

やや遅れてい
る 

重大な改善事
項がある 

教育研究に関す
る事項 

 
 
 
 

 ○ 

 
 
 
 

 
 
 
 

管理運営に関す
る事項 

 
 
 
 

○ 
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第３ 項目別評価 

  １  教育研究に関する事項 

○  第３期中期目標の「大項目」である「教育研究に関する事項」については、
教育研究の特性に配慮し、事業の外形的・客観的な進捗状況についての評価を
行った。 

 

     ◆「教育研究に関する事項」の全体評価 
 

○ 第３期中期目標については、中期計画の「小項目評価」において、44 項目中
43 項目が「Ⅳ」（中期計画を上回って実施できる見込み。）又は「Ⅲ」（中期
計画を十分に実施できる見込み。）の評価結果となり、その割合が 8 割以上
(97.7%)となっているため、「大項目評価」としては、総合的に勘案して「Ｂ」
評価であり、達成状況が概ね良好となる見込みであると認められる。 

        

        
        
       
       
   
 
      
 

大項目評価 Ｂ 達成状況が概ね良好となる見込み 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ ４３ １ ０ ４４ 

構成比(%)     (0.0) (97.7) (2.3) (0.0) (100.0) 

 

(1) 教育研究等の質の向上に関する重要事項 
ア 教育に関する目標 

  
 
 
 
 
 
 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １２ １ ０ １３ 

構成比(%)     (0.0) (92.3) (7.7) (0.0) (100.0) 

 

    （評価できる項目） 

○ 府立大学では、令和６年度に「食の文化学位プログラム」を設置し、高い
専門性と実践力を備える人材の育成に取り組まれている。 

○ 府立医科大学では、大学院医学研究科の授業の２０％を英語で実施する
等、教育環境のグローバル化に取り組まれている。 

 
(課題となる項目) 
○ 両大学において、学生の海外留学割合に係る数値目標が達成できない見
込みとなっている。国際的なコミュニケーション力や多様な価値観を備え
た人材の育成のため、数値目標の達成を目指す必要がある。 
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イ 研究に関する目標 

  
 
 
 
 

 
 
 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ ９ ０ ０ ９ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

        

     （評価できる項目） 

○ 府立医科大学では、医学・医療情報管理学講座を設置し、疾患別レジスト
リに取り組むなど、戦略的な研究を推進されている。 

 
○ 府立大学では、文化庁と文化財の調査を中心とした連携を行うなど、戦
略的な研究に取り組まれている。 

 
○ 両大学では、産学公連携機構（K-MICS）、産学公連携リエゾンオフィス
の設置、京都クオリアフォーラムへの参加等、産学公連携の推進に取り組
まれている。 

 
ウ 地域貢献に関する目標 

  
 
 
 
 

 
 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １０ ０ ０ １０ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

 

（評価できる項目） 
○ 府立大学では、まいづる赤れんがオフィス、宮津サテライトオフィスを設

置される等、地域との連携を推進されている。 
 
    ○ 府立医科大学では、府本庁及び府内保健所等の行政機関に 医師の派遣を行

うとともに、医師不足が特に深刻な府北部地域の医療機関に延べ 1,516 名の
医師の派遣を行うなど、府内の地域医療の提供に貢献されている。 

 
エ 医科大学附属病院及び附属北部医療センターに関する目標 

  

 
 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １２ ０ ０ １２ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

     

 （評価できる項目） 

〇 府立医科大学において、大学院医学研究科博士課程に「北部キャンパス地
域医学コース」を新設し、北部地域での医師確保を図るとともに、府立医科
大学の北部地域での教育研究機能の充実を推進されている。 
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○ 府立医科大学附属病院では、経営改革推進室を設置し、経営改革企画会議
を実施し、収支改善に取り組む等、経営改革に取り組まれている。 

 
 
  ２ 管理運営に関する事項 
 

     ◆「管理運営に関する事項」の全体評価 
 

○  第３期中期目標については、中期計画の「小項目評価」において、22 項目中
22 項目が「Ⅳ」（中期計画を上回って実施できる見込み。）又は「Ⅲ」（中期
計画を十分に実施できる見込み。）の評価結果となり、「大項目評価」として
は、「Ａ」評価であり、達成状況が良好となる見込みであると認められる。 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

大項目評価 Ａ 達成状況が良好となる見込み。 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ ２２ ０ ０ ２２ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

 

(1) 業務運営の改善等に関する事項 
 

 
 
 
 
 

 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １２ ０ ０ １２ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

 

（評価できる項目） 

○ 府立医科大学では、病院機能の再編整備に向けて、附属病院の実施計画や
北部医療センターの基本構想を策定されるなど、段階的な整備の検討を進め
られている。 

○ 府立大学では、令和６年度から学部学科再編により新しい学部体制にする
など、研究力の向上などに向けた取組を推進されている。 

 

(2) 財務内容の改善に関する事項 
 

 
 
 
 
 

 

小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １ ０ ０ １ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 

 
（評価できる項目） 

○ 両大学では、同窓会からの寄附やふるさと納税について積極的に募集を行
うほか、府立医科大学では、照明の LED化による光熱水費の削減を行うなど、
教育・研究に係る財源確保に努められている。 
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(3) 教育研究及び組織運営の状況の自己点検・評価並びに当該状況に係る情報の提
供に関する事項 

 

 小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ １ ０ ０ １ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 
 

（評価できる項目） 

    ○ 府立大学では、大学教育質保証・評価センターによる認証評価を受審し、
適合の評価を受けるとともに、府立医科大学附属病院では、病院機能評価を
受審し、指摘項目の改善を行う等、第三者評価結果に基づいた改善の実施を
進められている。 

 
(4) その他運営に関する重要事項 

 

 小項目評価 

評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

項目数 ０ ８ ０ ０ ８ 

構成比(%)     (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (100.0) 
 
      

（評価できる項目） 

○ 両大学では、公的研究費にかかわる教職員を対象に不正防止関係規程等に
基づく研修を行う等、倫理意識の向上に取り組まれている。 

  今後も、引き続き適正な大学運営が行われるよう取組の充実・強化を行っ
ていくことが必要である。 

 



京都府土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正について 

 

令 和 ６ 年 12 月  

総合政策環境部  

 

１ 改正の目的 

宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191号。以下「盛土規制法」とい

う。）の本格施行※（令和７年５月１日（予定））により、京都府土砂等による土地の埋

立て等の規制に関する条例（以下「土砂条例」という。）による規制と同等以上の災害

防止効果が期待できることから、これに伴う所要の改正を目的とする。 

※府全域の区域指定に伴い、規制が適用開始 

 

２ 改正の主な内容 

・盛土規制法と同等の規制（土砂搬入禁止区域規定）の削除等 

・条例の許可申請手数料の見直し（盛土規制法の施行により、災害防止 

に係る技術上の基準の審査が不要となる） 

  

３ スケジュール 

令和６年 12月 12月府議会報告 

令和７年  ２月 ２月府議会提案 

 ５月１日改正条例施行 

 

４ その他 

・森林における災害の発生防止を目的とし、土砂搬入禁止規制等を定めた「京都府豊

かな緑を守る条例」（農林水産部）においても、一部改正を予定している。 

 

 

〈参考〉盛土規制法の概要 

１ 制定の背景 

 ・ 令和３年７月に熱海市で大雨に伴って盛土が崩落、大規模な土石流災害が発生 

 ・ 危険な盛土等に関する規制が必ずしも十分でないエリアが存在していることを

踏まえ、土地の用途にかかわらず、危険な盛土等を包括的に規制 

２ 法律の概要 

 ・ 盛土等により被害を及ぼしうる区域を規制区域として知事が指定 

 ・ 規制区域内で行われる盛土等は、知事の許可制とし盛土災害を予防 

 ・ 既存盛土に対しても改善の勧告等が可能 等 



総合政策環境部所管施設における指定管理者候補団体について 
 

 
令 和 ６ 年 1 2 月 
総 合 政 策 環 境 部 

 
 
１ 指定管理者候補団体 

施 設 名 
指定期間 
（予定） 

団 体 名 代表者 所在市町村 

京都府立 
丹後海と星の見える丘公園 

令７.４.１ 
～令 12.３.31 

特定非営利活動法人 
 地球デザインスクール 

理事長 
市瀬 拓哉 

宮津市 

 

２ 今後のスケジュール 
指定管理者候補団体と管理に係る細部の協議を行い、次期府議会定例会での指定議案の提出に向

け手続きを進めることとします。 

 

 
□ 選定審査会での審査結果 
 ▼  審査結果 

施設名 
（所在地） 

指定管理者候補団体名 選 定 理 由 等 

 
 

京都府立 
丹後海と星の 

見える丘公園 
（宮津市） 

 

  
 
特定非営利活動法人 
地球デザインスクール 

 
 

・施設の管理運営に十分な知識・経験を有し、施設の
役割や機能について的確に理解しており、組織体
制や経営面で安定した管理運営が期待できるこ
と。 

・堅実な運営実績があり、環境教育の体験フィールド
としての充実した事業提案がされるなど、効果的
な管理が期待できること。 

申請団体（１団体） 

   
  ※審査基準：①法令遵守による適切な管理（適否の審査）、②安定した管理能力、 

③施設の効果的な管理、④施設の効率的な管理 
  ※審査方法：選定審査会において、応募提案に関する書類審査及び申請団体のプレゼンテーショ

ンを聴取し、適否の審査を実施。 
 
 
 ▼ 選定審査会委員及び審査経過 

  ＜委員＞            
加我 宏之 （大阪公立大学教授） 
長谷川 好子（特定非営利活動法人京都府レクリエーション協会副会長） 
日根野 健 （公認会計士・税理士） 
味田 佳子 （特定非営利活動法人エコネット丹後理事） 

   ＜審査の経過＞ 
      ・１２月４日 選定審査会（応募団体からのヒアリング、提案審査） 
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